
（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

85% 87% 93%

2年度
活動見込

3年度
活動見込

-

167

-

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
沖縄21世紀ビジョン実施計画

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

地区

計算式 執行額/地
区数

単位

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

沖縄振興特別措置法第105条
土地改良法第85条、地すべり等防止法第7条　他
土地改良法施行令第49条、第50条　他

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

129 129 131

平成29年度 30年度 令和元年度

活動実績

令和元年度

百万円

実施地区数

108.1

地区

11,846/129 20,952.6/167

2年度活動見込

80.4 91.8

11,762.9

かんがい施設が整備され
た農地面積（令和元年度実
績は集計中）

実施方法

平成29年度

％

農業生産基盤整備事業に必要な経費 担当部局庁 内閣府　沖縄振興局 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負、補助

担当課室 参事官（振興第二担当） 参事官　久保田　一郎

事業名

会計区分

2年度

1,914

翌年度へ繰越し ▲3,479.1

計

令和元年度

公共事業

▲5,265.4

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

3年度要求

予算
の状
況

30年度

１．国が実施主体となって、農地の受益面積がおおむね1,000ha以上の地域を対象として、特に大規模な農業用用排水施設（地下ダム、揚水機場、用水路
等）の改修・整備等を実施（補助率：95%等）。
２．沖縄県等が実施主体となって、①国営事業等と一体的に実施する地区、②担い手への農地集積の加速化に取り組む地区、③農業の高付加価値化等
に取り組む地区のいずれかを対象とした農地・農業水利施設の整備等を実施（補助率：80%等）。
３．市町村、土地改良区等が実施主体となって、暗渠排水や畦畔除去等の簡易な農地整備や、老朽化した農業水利施設などの補修・更新など地域の実情
に応じたきめ細やかな整備等を実施（補助率：80%等）。

2,830

11,740

- -

▲6,304.5

農地面積

455補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

12,463.1

単位

単位当たりの当該年度の費用（執行額／活動実績地区
数）

単位当たり
コスト

6,304.55,265.4

10,374.1

昭和47年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

農業用用排水施設の整備・改修・長寿命化対策、災害発生の未然防止対策及び農地の大区画化により、農業生産の基礎的条件である農業用水の安定供
給や良好な農地の排水性を確保するとともに、担い手への農地集積・集約化を図り、農業の持続的発展とこれによる食料の安定供給の確保を実現すること
を目的とするもの。

前年度から繰越し 1,691.1 3,479.1

成果実績

目標値

成果指標 単位

ha
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） ha

令和2年度行政事業レビューシート 内閣府

執行額

10,407 11,890.6 14,254 20,952.6 14,668.3

11,845.5 14,167.3

執行率（％） 100% 100% 99%

130 144 135

10,374/129

30年度

14,167/131

-

21,600

-

沖縄振興基本方針、沖縄振興計画
食料・農業・農村基本計画
土地改良事業長期計画

平成29年度 30年度 令和元年度
目標最終年度

87.1 87.7

-

18,942 -

-

- -

-

-

14,648.1 14,668.3

関係する
計画、通知等

達成度

18,808

-

-

年度 年度3

125.5

平成29年度

沖縄振興

2年度当初予算

6,445.7

8,011.8

87.9

70.3農業農村整備営繕宿舎費

総合農地防災事業費

その他

計

令和2・3年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

「新型コロナウイルス対策等関連要望額」2,835
「新型コロナウイルス感染症への対応など緊要な経費」として、農業農
村整備事業については別途事項要求している。

3年度要求

64

75.5

26.1

事業番号 0076

29.1

3.3

14,648.1 14,668.3

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

かんがい排水事業費

農業生産基盤整備事業費
補助

国営造成施設管理費

5,693.5

8,806

3.2



工事の実施に当たり、計画、設計、工事に関連する地元調整
等に不測の日数を要することとなったため、やむを得ず翌年
度に繰越を行った。

政
策
評
価

政
策
評
価

新

経
済
・
財
政
再

生
計
画
と
の
関

係

事業番号 事業名所管府省名

○

中間段階の支出は、事業実施主体における事務費であり、
合理的なものである。

本事業は、国民が広く裨益する食料の安定供給の確保や国
土の保全等の多面的機能の発揮に寄与するものであり、国
費を投入する必要がある。

○

評　価項　　目

農業生産基盤の整備は、食料の安定供給等のため重要な
事業である。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

引き続き農林水産省と連携し、事業の進捗状況を的確に把握した上で、本事業の適正な推進に努めたい。

沖縄県は、島しょ地域であり水源が乏しく、干ばつ等の被害を受けやすいことから、安定的な農業用水の確保のため、地下ダム等の基幹的用
排水施設の整備や農地の大区画化・汎用化は地域のニーズも多く、引き続き実施する必要がある。
本事業は、沖縄振興計画における「第３章基本施策　３　希望と活力にあふれる豊かな島を目指して　(7)亜熱帯性気候等を生かした農林水産
業の振興　カ 亜熱帯・島しょ性に適合した農林水産業の基盤整備」に係る施策として、着実に事業が推進されている。

○

‐

整備された施設は土地改良区等により適切に管理され、ま
た、整備された農地では、担い手への集積が進む等、農業
の持続的発展とこれによる食料の安定供給の確保に寄与し
ている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

事前に、費用対効果分析や必要性、効率性等の観点から総
合的な評価を行った上で、事業着手している。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

点検対象外

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

原則、一般競争入札を適用する等、競争性を確保している。
しかし、業務の内容等に鑑み、随意契約の1つである公募型
プローポーザル方式を適用し、一者応募になった案件につい
ては、応募資料は取得したが応募しなかった者に対してヒア
リング等を行い、改善策を検討している。
競争性の無い随意契約に関し、地方自治体等へ業務委託を
行った案件が有るが、これは、関係農家からの情報収集や
畑地かんがい営農の推進を図る等、業務の目的上、農業振
興計画等の地域情勢に精通した者が実施する必要があると
いった理由による。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

有

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

本事業は、沖縄振興の達成手段として、亜熱帯・島しょ性に
適合した農林水産業の基盤整備を実施するものであり、優
先度は高い。

コスト縮減に向けた取組を強化している。工事内容や人件
費、資材費の変動により工事費が変動することから、年度間
の単位当たりコストの比較は適当ではない。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

新技術の活用、既存施設や現場発生材の有効利用等により
工事コストの縮減を図っている。

令和元年度実績は令和2年度末に集計される見込みである
が、平成30年度までの達成率は87.7%となっており、引き続き
指導していく。

○

費目・使途については、事業目的に即した工事費等に限定し
ている。

外部有識者の所見

改善の
方向性

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

活動実績については、当初予定していた目標を概ね達成し
ている。

○

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

有

○

点検結果

土地改良法施行令において国と地方の負担割合を規定する
とともに、地方公共団体と農家の負担割合に関する指針を定
めている。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

施策 沖縄政策に関する施策の推進

政策 沖縄政策の推進

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○



( )

※令和元年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

事業の推進に当たっては、下記備考のとおり、事業の経費を内閣府に一括計上し、これを農林水産省に移し替えて執行していることから、農林水
産省と連携し、事業の進捗状況を的確に把握した上で、推進して参る所存。

関連する過去のレビューシートの事業番号

現
状
通

り

事業実施省庁との権限を明確化した上で、実施省庁と連携して、事業の有効性・効果について適切に検証すること。また、事業の進捗状況を的確
に把握し、執行実績を適切に概算要求へ反映させること。

行政事業レビュー推進チームの所見

備考

内閣府においては、沖縄振興を目的とする事業のうち公共事業を中心とする関係事業の全体的な把握、事業相互間の進度調整、計画に沿った事業の推進を図る
ため、これらの事業の経費を内閣府に一括計上し、これを事業執行官庁に移し替えて執行し、計画実施について効果的な総合調整を行っている。

現
状
通

り

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成31年度 内閣府 0077

平成30年度 0071

平成29年度 0068

0111、0112、新25追加-0007 平成25年度 0069、0070、0072

平成26年度 0066、0067、0068 平成27年度 0072、0073、0074 平成28年度 0065

平成22年度 0117 平成23年度 0112 平成24年度

内閣府

14,167百万円

Ａ．農林水産省

14,167百万円

Ｂ．沖縄総合事務局

14,167百万円 Ｃ．国営事業（務）所等

6,885百万円

宮古伊良部農業水利事業所

3,419百万円

ほか２事業所等

事業実施中の個別地区について、関係機関等

と調整を図りつつ工事を実施するなど、事業管

理を行う。

補助金の交付決定等

予算の移し替え

【かんがい排水事業等の執行状況】

１．工事費

（１）一般競争 37件 10,776百万円

[竹中土木・古波蔵組JV 2,069百万円]
（２）随意契約 1件 6百万円

[沖縄電力(株)離島カンパニー八重山支店

6百万円]

２．設計費等

（１）一般競争 26件 514百万円

[サンスイコンサルタント(株)九州支社 40百万円]
（２）指名競争 24件 241百万円

[日本基礎技術(株)九州支店 29百万円]
（３）随意契約 25件 338百万円

[（株）三祐コンサルタンツ九州支店 48百万円]

※当初契約金額である。

※工事費は予定価格250万円以上、設

計費等は100万円以上を対象。

Ｄ．沖縄県

7,281百万円

・管内で実施中の地区について、

関係機関と調整を図りながら、事

業管理指導や契約審査等を行う。

・沖縄県に対する補助金交付事

務、指導監督等業務

・市町村等に対する補助金交付事

務、指導監督等業務

【西中底原地区の執行状況】

１．工事費 457百万円

２．測量設計費等 27百万円

・農地・農業水利施設の整備等

Ｅ．県営事業

6,377百万円

Ｈ．民間団体

沖縄県土地改良事業団体連合会

16百万円

・土地改良区への管理指導等

・施設管理に関する専門的技術的

な診断・管理指導等

Ｆ．市町村営事業

639百万円

宮古島市420百万円

ほか10市町村

・区画整理及び畑地かんがい施設

等農業水利施設の整備、簡易な農

地整備や老朽化した農業水利施

設の補修・更新等

【宮古島市の執行状況】

１．工事費 39百万円

２．測量設計費等 166百万円

※契約金額（事業費ベース）。

※工事費は予定価格250万円以上、設

計費等は100万円以上を対象。

※契約金額（事業費ベース）。

※工事費は予定価格250万円以上、設

計費等は100万円以上を対象。

Ｇ．公社営事業

沖縄県農業振興公社

250百万円

【竹富サミン地区の執行状況】

１．工事費 218百万円

２．測量設計費等 32百万円

※契約金額（事業費ベース）。

※工事費は予定価格250万円以上、設

計費等は100万円以上を対象。

2百万円



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

チェック

農林水産省

7,282

A.農林水産省

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

6,377

金　額
(百万円）

事業費
国が実施する農業生産基盤整備事業に必
要な経費

沖縄県等が実施する農業生産基盤整備事
業に必要な経費

6,885 事業費

使　途

補助交付金

6,885

B.沖縄総合事務局
金　額

(百万円）

7,282

国が実施する農業生産基盤整備事業に必
要な経費

費　目 使　途

計 14,167 計 14,167

工事費
農業用排水施設の施行に係る請負工事費
【建設業者に発注】

2,863 事業費
沖縄県が実施する農業生産基盤整備事業
に必要な経費

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

補助交付金
沖縄県等が実施する農業生産基盤整備事
業に必要な経費

費　目

C.宮古伊良部農業水利事業所 D.沖縄県

費　目 使　途

4

測量設計費
農業用排水施設の施行に係る請け負う調
査、測量、設計【建設コンサルタントに発注】

496 補助交付金
市町村が実施する農業生産基盤整備事業
に必要な経費

639

営繕宿舎費 事業所庁舎借上料、職員宿舎借上料等 31 補助交付金
沖縄県農業振興公社が実施する農業生産
基盤整備事業に必要な経費

250

用地費及補償
費

農業用排水施設用地補償等 24 補助交付金
沖縄県土地改良事業団体連合会が実施す
る農業生産基盤整備事業に必要な経費

15

船舶及機械器
具費

調査機器等の購入

事業車両費 自動車維持管理費 1

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

工事費
農地・農業水利施設の整備等に係る工事
費

4,803 測量設計費等
農地・農業水利施設の整備等に係る測量
設計費等

313

用地費及補償
費

計 3,419 計 7,281

測量設計費
農地・農業水利施設の整備等に係る測量
設計費

1,506 工事費
農地・農業水利施設の整備等に係る工事
費

107

使　途

計

費　目 使　途

工事費 草地等の基盤整備 218

土地改良区体制強化事業に係る事業費

計 6,377

1

旅費

9

E.沖縄県 F. 宮古島市

費　目

土地等の賃料、損失補償 68

入札者数
（応募者数）

落札率

人件費 土地改良区体制強化事業に係る事業費

契約方式等

補助金等交付

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

委託費 草地等の基盤整備に係る経費 32 委託費
土地改良施設の資産評価データ整備に係
る事業費

420

金　額
(百万円）

4

G.公益財団法人沖縄県農業振興公社 H.沖縄県土地改良事業団体連合会

費　目 使　途
金　額

(百万円）

- -

法　人　番　号

5000012080001 14,167

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-
農業生産基盤整備事業に
係る事業費・補助金

-1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

沖縄総合事務局 2000012010019
農業生産基盤整備事業に
係る事業費・補助金

14,167 補助金等交付 - -

庁費 土地改良区体制強化事業に係る事業費 2

計 250 計 16

1

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要



C

D

E

F

G

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

伊是名村 5000020473600
農地・農業水利施設の整備
等に係る経費

6 補助金等交付 - - －

南城市 3000020472158
農地・農業水利施設の整備
等に係る経費

3 補助金等交付 - - －

糸満市 5000020472107
農地・農業水利施設の整備
等に係る経費

31 補助金等交付 - - －

南大東村 1000020473570
農地・農業水利施設の整備
等に係る経費

27 補助金等交付 - - －

多良間村 4000020473758
農地・農業水利施設の整備
等に係る経費

15 補助金等交付 - - －

石垣市 1000020472077
農地・農業水利施設の整備
等に係る経費

100 補助金等交付 - - －

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

沖縄県 1000020470007
農業生産基盤整備事業に
係る事業費・補助金

6,377 補助金等交付 - - －

沖縄県 1000020470007
農業生産基盤整備事業に
係る事業費・補助金

7,281 補助金等交付 - - －

沖縄総合事務局 2000012010019
国営事業調査地区等の調
査測量設計等を行う。

3 補助金等交付 - - -

石垣島農業水利事
業所

2000012010019

事業実施中の個別地区に
ついて、関係機関と調整を
図りつつ工事を実施するな
ど、事業管理を行う。

2,712 補助金等交付 - - -

土地改良総合事務
所

2000012010019

国営事業調査地区等の調
査測量設計、国営造成施
設の機能診断、応急対策
事業の工事等を行う

751 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

3

4

1

2

宮古伊良部農業水
利事業所

2000012010019

事業実施中の個別地区に
ついて、関係機関と調整を
図りつつ工事を実施するな
ど、事業管理を行う。

3,419 補助金等交付 - - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6

7

4

5

名護市 1000020472093
農地・農業水利施設の整備
等に係る経費

30 補助金等交付 - - －

宮古島市 4000020472140
農地・農業水利施設の整備
等に係る経費

420 補助金等交付 - - －

10

8

9

伊江村 5000020473154
農地・農業水利施設の整備
等に係る経費

5 補助金等交付 - - －

与那国町 7000020473821
農地・農業水利施設の整備
等に係る経費

2 補助金等交付 - - －

1
公益財団法人沖縄
県農業振興公社

6360005000193
草地等の基盤整備に係る
経費

250 補助金等交付 - - －



H

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

沖縄県土地改良事
業団体連合会

7360005001843
土地改良区への管理指
導、資産評価データ整備

16 補助金等交付 - - －

14 91.2％C

大成・丸石　宮
古伊良部農業
水利事業仲原
地下ダム（右
岸端部）建設
工事共同企業
体

C
株式会社海邦
土木

一般競争契約
（総合評価）

21 89.9％ -

-

3 9360001013080
石垣島農業水利事業
二又送水路他市道工区改
修工事

229
一般競争契約
（総合評価）

2 90.5％ -

2
宮古伊良部農業水利事業
仲原地下ダム（右岸端部）
建設工事

1,184
一般競争契約
（総合評価）

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

竹中土木・古
波蔵組宮古伊
良部農業水利
事業仲原地下
ダム（箕済東
部）建設工事
共同企業体

C

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1
宮古伊良部農業水利事業
仲原地下ダム（箕済東部）
建設工事

2,069

1
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